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a Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

１）not come under the Article 6 of the

Hanshin Expressway Company LimitedÐs

regulation concerning the contract pro-

cedures

２）have submitted a copy of the registra-

tion certificate of the commercial re-

gistry and a paper of business career ;

３）have submitted the following financial

statements for the previous accounting

year

ａ）In case of a corporate body : A bal-

ance sheet and a statement of profits

and losses

ｂ）In case of an individual : A paper of

career net assets and the settlement of

accounts.

４）have submitted a copy of the tax pay-

ment certificate documentary form No.9

issued by the NTA within the past three

months at the application for the tender

participation

５）come under either{ or|

{ Suppliers should submit a sample of

specification of Thermal Type Receipt

and supply certificate of used paper for

sample, besides itÐs necessary to pass

the approval inspection of the process-

ing of Thermal Type Receipt that

Hanshin Expressway Company Limit-

ed established.

| Suppliers must provide the record of

their business experiences which must

be equivalent to our specification of

Thermal Type Receipt to Hanshin Ex-

pressway Company Limited or other

road entrepreneur.

６）not be subjected to the provisions for

exclusion from tender participation un-

der the crime syndicate exclusion bylaw

of the Hanshin Expressway Company Li-

mited and to the requirements specified

in the appendix of the aforementioned

c 本工事は、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式のうち、品質確保のための体制その他の施
工体制の確保状況を確認し、施工内容を確実
に実現できるかどうかについて審査し、評価
を行う施工体制確認型総合評価落札方式及び
契約締結後に施工方法等の提案（総合評価に
係る提案を除く。）を受け付ける契約後ＶＥ方
式の試行工事である。

d 本工事は、競争参加資格確認申請書及び競
争参加資格確認資料（以下「資格申請書」と
いう。）を提出した者のうち、資格申請書によ
る競争参加資格があると認められた者につい
て、技術提案書の提出を求める試行工事であ
る。

bylaw between the date of the deadline

for an application form including its re-

lated documents and the time of the

tender opening.

b Time-limit for tender : 10 : 00 a.m., Octo-

ber 5, 2012

c Contact point for the notice : Sanae

Nakai, Accounting Group, Osaka Business

and Maintenance Department, Hanshin

Expressway Company Limited 3`1`25

Ishida, Minato-ku, Osaka-shi 552` 0006,

Japan. TEL 06`6576`3881

入札公告の訂正

次のとおり訂正します。

平成 24年８月 10日

日本放送協会 経理局長 竹村 範之

◎調達機関番号 325 ◎所在地番号 13

平成24年３月１日（号外政府調達第41号）掲載

の2011`１`150「本部 番組送出用セキュリティ

対策設備の整備」、平成24年３月23日（号外政府

調達第56号）掲載の2011`１`117「営業 新携

帯端末システム」、平成24年４月20日（号外政府

調達第76号）掲載の2012`１`３「安否情報サー

バの整備」、平成24年５月16日（号外政府調達第

91号）掲載の2012`１`12「ＣＵ`777スタジオ

ＨＶバーチャルＣＧ生成装置の製作」、平成24年

５月17日（号外政府調達第92号）掲載の2012`１`

16「番組制作ファイル管理システムの製作」、平

成24年５月23日（号外政府調達第96号）掲載の

2011`１`168「パーソナルコンピュータノート

型（Ｂ５）」、2011`１`169「パーソナルコン

ピュータ」、平成24年６月７日（号外政府調達第

107号）掲載の2012`１`29「編成局業務システ

ムサーバ統合ハードウェア」、平成24年６月８日

（号外政府調達第108号）掲載の2012`１`21「マ

イクロソフトオフィスの購入」の案件の契約者は、

日本放送協会 経理局長 竹村 範之に訂正しま

す。

入札公告の訂正

平成 24年８月 10日

国立大学法人京都大学長 松本 紘

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 26

〇第 17号

１ 掲載日 平成24年７月13日

２ 訂正内容

39ページ２段目、入札公告第17号、４の「]

入札保証金及び契約保証金 免除。」を「]

入札保証金 Ａ 入札者は、見積もる契約金額

の100分の５以上の入札保証金を納付するもの

とする。Ｂ 入札保証金は落札者の納付に係る

ものは、その者が契約を結ばないときは、法人

に帰属するものとする。Ｃ Ａの入札保証金以

上の金額につき、保険会社との間に法人を被保

険者とする入札保証保険契約を結んだときは免

除する。^ 契約保証金 納付。ただし、履行

保証保険契約の締結を行った場合は、契約保証

金の納付を免除する。」に、４の「^」を「_」

に、４の「_」を「`」に、４の「`」を「a」

に、４の「a 落札者の決定方法 本公告に示

した特定役務を履行できると学長が判断した入

札者であって、国立大学法人京都大学契約事務

取扱規則第13条の規定に基づいて作成された予

定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効

な入札を行った入札者を落札者とする。」を「b

落札者の決定方法 本公告に示した特定役務

を履行できると学長が判断した入札者であっ

て、国立大学法人京都大学契約事務取扱規則第

13条の規定に基づいて作成された予定価格の制

限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を

行った入札者を落札者とする。ただし、落札者

となるべき者の入札価格によっては、その者に

より当該契約の内容に適合した履行がなされな

いおそれがあると認められるとき、又はその者

と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱

すこととなるおそれがあって著しく不適当であ

ると認められるときは、予定価格の制限の範囲

内の価格をもって入札した次順位者を落札者と

する。」に、４の「b」を「c」に、４の「c」

を「d」に訂正する。

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 24年８月 10日

支出負担行為担当官
近畿地方整備局長 谷本 光司

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 27

〇第１号
１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 天ヶ瀬ダム再開発トンネル放流設
備ゲート室部他建設工事（電子入札対象案件）

^ 工事場所 （自）京都府宇治市槇島町六石
山地先（至）京都府宇治市宇治金井戸地先

_ 工事内容
æ 実施設計 導流部トンネル１式、ゲート
室部（トランジション部含む。）１式、水平
水路部１式、仮設工１式

ç 施工 トンネル（ＮＡＴＭ）（内空断面積
80flから330fl）Ｌ＝397ｍ、立坑（ＮＡ
ＴＭ）（内空断面積 530fl）Ｈ＝34ｍ、仮
設工１式、迂回道路工１式

` 工期 契約締結日の翌日から平成28年２月
29日まで。

a 使用する主要な資機材 コンクリート
16¶000‚、鉄筋 800ｔ、鋼材 250ｔ

b 本工事は、技術提案を受けた上で実施設計
及び施工を一括して発注する設計・施工一括
発注方式の試行工事である。
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